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「普天間基地米軍ヘリコプター墜落事故」に関する声明 

 
 8 月 13 日（金）午後 2時過ぎ、米軍在沖海兵隊普天間基地所属の大型輸送ヘリＣＨ５３が、

沖縄国際大学構内に墜落炎上しました。大学の屋上、外壁面を傷つけ、３階の壁面を突き崩し、

二階学長室の非常口入り口にも火の手が伸びました。 

 これまで何度も「事故が起きないのが不思議だ」と指摘されて来たことが、現実となった訳

です。沖縄県民にとって、かつて１９５９年、石川市宮森小学校に米軍機が墜落、小学生を含

む１７名が死亡、１２１名が負傷した惨事を思い出させる事故であり、心の底から不安と怒り

を禁じ得ません。今回の事故において住民の側に死傷者が出なかったことは奇跡とも言えるも

のです。 

 今回のヘリ墜落は、事前に察知されていたとの報道があります。住宅密集地上空を数キロに

及んで空中分解しながら飛行し墜落。その現場には、いち早く米軍関係者が到着、負傷兵を直

ちに救出した後、完全に現場を遮断、沖縄の警察の現場検証を－切拒否して、すべての証拠物

件を引き上げてしまいました。米軍は、日米特別行動委員会（ＳＡＣＯ）の合意に基づくもの

としていますが、戦後５０数年たった今も、主権を奪われた占領状態が続いていることを改め

て認識させられるものです。さらに、第２次世界大戦の激しい地上戦で沖縄住民が経験した「軍

隊は住民を守るものではない」記憶をよみがえらせています。 

 さらに、このような沖縄住民の怒りと不安を無視して、イラク派遣を理由に、事故機と同じ

ヘリの飛行再開が始められました。 

私たちは平和の主、イエス・キリストの名において、以下の点について強く要望します。 

１．いかに事故防止の対策がなされても、この種の事故を完全に防ぐことができない以上、普

天間基地の即時使用停止と無条件撤退に向けた準備を開始すること。 

２．すべての米軍機の民間地域上空の飛行を中止すること。 

３．危険な基地を県外及び県内に移設することではなく、即時無条件返還を求める。 

４．日米特別行動委員会（ＳＡＣＯ）の合意を見直し、日本、特に沖縄住民の主権を回復する

こと。 

以上 
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